
再評価調書 

事 業 名 大阪府営泉佐野東羽倉崎住宅(簡易耐火地区)建替事業 

所 在 地 泉佐野市東羽倉崎町 

報 告 理 由 計画内容の変更のため 

目    的 昭和３９－４０年度に建設された泉佐野東羽倉崎住宅（簡易耐火地区）は、

老朽化が著しく居住水準が低いことから建替事業を実施する。これにより、

住宅のバリアフリー化など居住水準等の向上を図るとともに、オープンスペ

ース等を確保し良好な住環境を整備する。 

【建替前】 敷地面積：２．２９ｈａ（簡易耐火住宅地区） 

 戸数：２２８戸（簡易耐火住宅） 

 建設年度：Ｓ３９－Ｓ４０     構造：簡易耐火２Ｆ 

 住戸面積：約３９～約４２㎡ 

 住戸ﾀｲﾌﾟ：３Ｋ・２ＳＫ 

【当初計画】 敷地面積：２．２９ｈａ 

 戸数：２２８戸           構造：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造８～１０Ｆ

 住戸面積：約４２～約７２㎡ 住戸ﾀｲﾌﾟ：１ＤＫ～４ＤＫ 

内    容 

【変更計画】 敷地面積：２．２９ha 

 戸数：２９８戸   構造：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造８～１０Ｆ

 住戸面積：約５２～約７２㎡ 住戸ﾀｲﾌﾟ：２ＤＫ～４ＤＫ 

*戸数増（７０戸）分は、中層耐火地区からの移転先として計画。 

総事業費：約４３．９億円（４０．３億円）  

（内訳）調査費等：約１．８億円   （  １．４億円） 

        補償費 ：約２．０億円   （  ２．３億円） 

工事費 ：約 ４０．２億円（３６．５億円） 

（ ）内の数値は計画時点のもの 

うち投資済事業費：約１８．７億円 

（内訳）調査費等 ： 約 １．１億円 

    補償費  :  約 １．８億円 

工事費  ：約１５．８億円 

    (平成１８年度末時点) 

事 業 費 

【計画時点の事業費との変動理由】 

・第３期の住棟１棟（７０戸）の増築に伴う事業費の増 

・第１期、第２期事業における建設コスト縮減及び落札差金の発生による事業費の減 

・平成１６年度の移転料改定に伴う補償費の減 

維持管理費 想定必要維持管理費： １２．３億円 

※「公営住宅改善手法選択マニュアル」により、耐用年数７０年間分の維持管理費を現在

価値化して算出した金額。 

上 位 計 画 ○大阪府住宅まちづくりマスタープラン 

○大阪府営住宅ストック総合活用計画 

事

業

概

要 

関 連 事 業 泉佐野東羽倉崎住宅（中層耐火地区）建替事業 

計画時の想定 現時点での状況 分析 経    過 

事業採択年度：Ｈ１４年度 

（大臣承認） 

事業着手年度：Ｈ１５年度 

完成予定年度：Ｈ１９年度 

228 戸（全２期計画） 

事業採択年度:Ｈ１４年度 

（大臣承認） 

事業着手年度:Ｈ１５年度 

完成予定年度:Ｈ２３年度 

２９８戸（全３期計画） 

当初計画していな

かった中層耐火住宅

の一部の戸数分を含

めた建替計画へ見直

したため、事業期間

を４年延長すること

となった。 

進 捗 状 況  

 

工事進捗率  

約 ３９．４％（Ｈ１８年度末） 

第２期（１００戸）

工事中。 

途中段階の整備

効果発現状況 

 第１期（１２８戸）Ｈ１７年度 

入居済。 

 

事
業
の
進
捗
状
況 

事 業 進 捗 に 

関 す る 課 題 

  

 

計画時の想定 現時点での状況 分析 

【居住水準等】 

 簡易耐火住宅の１戸あ

たり平均住戸面積は約３

９㎡であり、住戸内部の段

差解消などの高齢化対策

もできていない。 

 また、簡易耐火住宅につ

いては、全住戸において浴

室が確保されていないた

め、設備水準が最低居住水

準を満たしていない。した

がって、全ての世帯におい

て最低居住水準未満とな

っている。 

 

【高齢化率の状況】 

 本住宅では、約４１％が

６５歳以上の高齢者を含

む世帯であり、 今後一層

の高齢化が予想されるた

め、早急にバリアフリー化

された人にやさしい住

宅・まちづくりが必要とな

っている。 

【居住水準等】 

 第１期区域において、従

前簡易耐火住宅を撤去し、

浴室等の設備が整いエレ

ベーターのあるバリアフ

リー化された新しい住棟

を建設（平成１７年度完

成）した。 現在、第２期

区域の建設中（平成２０年

度完成予定）であり、概ね

当初の計画通り進捗して

いる。 

  

【高齢化率の状況】 

 現在、６５歳以上の高齢

者を含む世帯の割合が、団

地全体（簡易耐火地区、中

層耐火地区）において、約

４７．５％になっている。 

 当初計画においては、よ

り耐用年数が短く居住水

準の低い簡易耐火住宅を

建替えることとし事業に

着手した。 

隣接する中層耐火住宅

についても、高齢化が一層

進んできていることや、住

棟の耐震性が低いと判断

される現状があり、居住水

準の向上、安全性の確保等

への早急に建替えが必要

となっている。 

そこで、効率的に建替事

業を進めるため、当初の計

画から、中層耐火住宅建替

えの際の移転先として活

用する住棟１棟を増築す

る計画に変更し、中層耐火

住宅を含む全地区の事業

期間の短縮、事業費削減を

図ることとした。 

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
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【住環境】 

 本住宅は老朽化が著し

く、また敷地内に駐車場が

ないため路上駐車も多く

存在することから、地域防

災上問題が生じる可能性

がある。 

【住環境】 

 現在、団地中央部におい

て、住棟や集会所に加え、

十分なオープンスペース

や駐車場等を整備中であ

る。 

  

 引き続き、オープンスペ

ースや、緑地の確保に配慮

しながら良好な住環境の

整備を進める必要がある。

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
の
変
化 

地
元
等
の
協
力
体
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 建替えについて、入居者

からの同意を概ね得てい

る。 

建替えのための住民同

意を得、地元自治会の協力

の下、事業を実施してい

る。 

計画内容の変更につい

て自治会に説明をしてお

り、計画について了解を得

ている。 

 

 



 

 
 計画時の想定 

備  考 

費用便益分析 

・Ｂ／Ｃ＝１．３１ 

便益総額 

  Ｂ＝７０．１億円 

 

総費用 

  Ｃ＝５３．５億円 

 

※平成１３年度において、２９８戸として計画し、建設

した場合の費用対効果を算出。 

 

 

・具体的な便益内容 

住宅に困窮する世帯

が、品質・機能・安全性

等について一定水準を満

足する住宅に、低廉な家

賃で居住できるという居

住水準向上効果 

・受益者 

府民 

・費用便益算定の根拠 

 国土交通省で実施して

いる「公営住宅整備事業

の新規事業採択時評価」

の手法により算出。 

事
業
効
果
の
定
量
的
分
析 

その他の指標

（代替指標） 

  

【住宅の供給】 住宅に困窮する府民に、適正な水準の

規模・設備を備えた住宅を低廉な家賃

で供給する。 

・受益者 

住宅に困窮する府民 

【事故防止】 室内の段差解消などバリアフリー化

された住宅での住戸内事故等の少な

い安心した生活の場を提供する。 

・受益者 

住宅に困窮する府民 

安全・安心 
【防災】 老朽化した従前住宅を耐火構造住宅

に建替え、耐震・耐火性を確保すると

ともに、道路の整備による緊急用車両

の通行の円滑化やオープンスペース

の確保、防火水槽の整備などにより、

地域全体の防災性の向上に寄与する。 

・受益者 

住宅に困窮する府民、周

辺住民 

活力 

【コミュニティ

ーの活性化】 

集会所や周辺に開放した児童遊園を

整備することにより、児童や保護者の

交流の場として利用され周辺地域を

含めたコミュニティーの活性化につ

ながる。 

・受益者 

住宅に困窮する府民、周

辺住民 

【住環境の形成】 

 

児童遊園の整備や団地内緑化により

快適で良好な住環境の形成を図ると

ともに、駐車場の整備により路上駐車

の解消を図る。 

・受益者 

住宅に困窮する府民、周

辺住民 

快適性 

【景観向上】 周辺環境に配慮した住棟配置等を行

うことにより都市景観の向上に寄与

する。 

・受益者 

住宅に困窮する府民、周

辺住民 

事
業
効
果
の
定
性
的
分
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その他   

自然環境等への 

影響と対策 

・既成市街地での従前建物の建替えであり、動植物の生態系への影響は特に考えられ

ない。 

・緑化の推進 

・撤去工事に伴う廃棄物については、再資源化に努めるとともに、新築工事においては

再生材の利用をできる限り図る。 

その他特記すべき

事項 

 

 

 

現時点での状況（変更点） 分析 

・Ｂ／Ｃ＝１．４６ 

便益総額 

  Ｂ＝６７．３億円 

 

総費用 

Ｃ＝４６．１億円 

 

※平成１９年度現在において、当該費用にて建設した場

合の費用対効果を算出。 

 

 

 費用便益比は１．４６で、計画時より若

干上回っている。これは、府営住宅建設事

業として、平成１３年度比で約４．２％（物

価下落を含めると１２．３％）の建設コス

トの縮減を行っているためであると考えら

れ、公営住宅整備事業として事業効果はあ

ると考えられる。 

 

  

 

変更点なし 

 

 

変更点なし 

 

 

変更点なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

変更点なし（駐車場として計画していた敷地に、住棟を追

加しているが、緑地や駐車場については適切に確保して

いる。） 

 

変更点なし （戸数増に伴い、当初計画より住棟を追加し

ているが、周辺環境に配慮した住棟配置等を行い、都市

景観に配慮した計画としている。） 

 

  

変更点なし 

 
 
 
 

 

 

 

 


